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健康日本21（第二次）の評価と
健康日本21（第三次）について
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第６回 健康日本21・医療安全セミナー



健康寿命について



○日本人人口︓国勢調査、推計⼈⼝または住⺠基本台帳⼈⼝。

○死亡数 ︓⼈⼝動態統計を基礎資料として、５年に１度作成される完全⽣命表、毎年作成さ
れる簡易⽣命表を⽤いる。

○不健康割合︓国⺠⽣活基礎調査（2010年とその後３年ごと、対象は都道府県）
昭和61年を初年とし、３年ごとに⼤規模な調査を実施している。中間の各年には、
世帯の基本的事項及び所得の状況について⼩規模で簡易な調査を実施している。
※回答対象に0-5歳が含まれないため、0-4歳と5-9歳の不健康割合を6-9歳のそれで代用する。

国⺠⽣活基礎調査・健康票調査の実施系統

厚⽣労働省 都道府県 保健所 指導員 調査員 世帯
保健所設置市
特別区

あらかじめ調査員が配布した調査票に世帯主が⾃ら記⼊し、後⽇、調査員が回収する⽅法により⾏った。
ただし健康票については、密封回収する⽅法により⾏った。

健康寿命の算出方法

⽇本⼈⼈⼝と死亡数を⽤いて、⽣命表を算出した上で、不健康割合を⽤いて、不健康な期間を削ることで、健

康寿命を算出。

【資料】 * 令和元年国⺠⽣活基礎調査

（301,334世帯 約72万人* ）
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(1) 日常生活に制限のない期間の平均 (2) 自分が健康であると自覚している期間の平均

• 国⺠⽣活基礎調査における質問「あなたは現在、健康上の問題で⽇常⽣活に何か影響が
ありますか。」に対する「ある」の回答者を日常生活に制限ありと定め、その割合を
性・年齢階級別に得る（対象者は６歳以上の居宅者で、医療施設の⼊院者と介護保険施
設の在所者と０〜５歳は含まれない）。

※同様の質問項目が、欧州では健康寿命の算出の１つの方法として用いられている

健康寿命の
算出に利⽤

主観的健康度に基づく
健康寿命の算出に利⽤可能

健康寿命の算出方法

国⺠⽣活基礎調査・健康票における質問項⽬

4令和元年国⺠⽣活基礎調査︓調査客体数︓301,334世帯 約72万人



【資料】平均寿命︓平成13・16・19・25・28・令和元年は、厚⽣労働省「簡易⽣命表」、平成22年は「完全⽣命表」

平均寿命と健康寿命の推移
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「健康寿命」︓健康上の問題で⽇常⽣活が制限されることなく⽣活できる期間
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H22からの
増加分 男性 ⼥性

健康寿命 +2.26 +1.76

平均寿命 +1.86 +1.15

○ 平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加

○ 都道府県格差※の縮小
※日常生活に制限のない期間の平均の都道府県格差
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○平均寿命:厚⽣労働省「平成22年完全⽣命表」
「平成25年/平成28年/令和元年簡易⽣命表」

○健康寿命:厚⽣労働省「平成22年/平成25年/平成28年/令和元年簡易生命表」
厚⽣労働省「平成22年/平成25年/平成28年/令和元年⼈⼝動態統計」
厚⽣労働省「平成22年/平成25年/平成28年/令和元年国⺠⽣活基礎調査」※
総務省「平成22年/平成25年/平成28年/令和元年推計人口」より算出
※平成28年（2016）調査では熊本県は震災の影響で調査なし。

※厚生労働科学研究「健康寿命及び地域格差の要因分析と健康増進対策の効果検証に関する研究」
「健康日本21（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」（研究代表者 辻⼀郎）において算出
■健康日本21（第二次）の目標︓平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（令和４年度）
■健康寿命延伸プランの⽬標︓健康寿命を男⼥ともに３年以上延伸し（2016年⽐）、75歳以上とする（2040年）

■ 平均寿命
■ 健康寿命

第16回 健康日本21（第二次）推進専門委員会

（令和３年12月20⽇）資料３ー１より抜粋

一部改訂健康寿命の推移
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健康日本21（第二次）の最終評価



健康増進法に基づく基本方針と健康増進計画

8

第７条 厚⽣労働⼤⾂は、国⺠の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針を定めるものとする。

国⺠健康づくり運動を進める上での基本⽅針。「国⺠健康づくり運動プラン」と呼称。以下の事項について定める。

①国⺠の健康の増進の推進に関する基本的な方向

②国⺠の健康の増進の目標に関する事項

③都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本的な事項

④国⺠健康・栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び研究に関する基本的な事項

⑤健康増進事業実施者間における連携及び協⼒に関する基本的な事項

⑥⾷⽣活、運動、休養、飲酒、喫煙、⻭の健康の保持その他の⽣活習慣に関する正しい知識の普及に関する事項

⑦その他国⺠の健康の増進の推進に関する重要事項

基本方針（国⺠の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な⽅針︓⼤⾂告⽰）

都道府県

市町村
（特別区含む）

・基本方針を勘案し、都道府県健康増進計画を策定

（義務）

・基本方針・都道府県健康増進計画を勘案し、市町村

健康増進計画を策定（努⼒義務）

健康増進法

国⺠健康づくり運動
の展開



1978

1988

2000

2013

S53〜 第１次国⺠健康づくり
健康診査の充実、市町村保健センター等の整備、

保健師などのマンパワーの確保

S63〜 第２次国⺠健康づくり 〜アクティブ８０ヘルスプラン〜

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12〜 第３次国⺠健康づくり

〜健康⽇本21〜
一次予防の重視

具体的な目標設定とその評価

H15(2003) 健康増進法の施⾏

H19(2007) 健康日本21中間評価

H23(2011) 健康日本21最終評価
「スマート・ライフ・
プロジェクト」開始H25〜 第４次国⺠健康づくり

〜健康⽇本21（第⼆次）〜
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目標

生活習慣に加え社会環境の改善を目指す

H30(2018) 健康日本21（第二次）中間評価

R４(2022) 健康日本21（第二次）最終評価

我が国における健康づくり運動

2024

9

○平均寿命が延びる⼀⽅で、⾼齢化や⽣活習慣の変化により、疾患構造が変化してきた。国⺠の健康づくりを社会全体

で進めることの重要性が増す中で、健康づくり対策を総合的・計画的に推進するため、累次の国⺠健康づくり運動を

展開してきた。



① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防）

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備

⑤ 栄養・⾷⽣活、⾝体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、⻭・⼝腔の健康に関する
生活習慣の改善及び社会環境の改善

厚⽣労働⼤⾂は、国⺠の健康の増進の総合的な推進を
図るための基本的な方針を定めるものとする。

健康増進法 第７条

国⺠の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な⽅針
（平成24年厚⽣労働省告⽰第430号）

⼆⼗⼀世紀における第⼆次国⺠健康づくり運動︓健康⽇本21（第二次）

健康日本2 1（第二次）の概要

健康の増進に関する基本的な方向

10



健康日本21（第⼆次）の概念図
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全ての国⺠が共に⽀え合い、健やかで⼼豊かに⽣活できる活⼒ある社会の実現

健康日本21（第二次）に関する具体的な取組

①

⑤

③ ④②

生活習慣病の

発症予防・重症
化予防

社会生活
機能の

維持・向上

社会参加
の機会の
増加

健康のための資源
（保健・医療・福祉等
サービス）へのアクセ
スの改善と公平性の

確保

生活習慣の改善
（リスクファクターの低減）

社会環境の改善

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

生活の質の向上 社会環境の質の向上



健康日本2 1（第二次）の主な目標

○ ５つの基本的方向に対応して、53項目にわたる具体的な目標を設定する。

基本的な方向 具体的な⽬標の例 （括弧内の数値は策定時） 目標

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小
○日常生活に制限のない期間の平均の延伸
（男性70.42年、⼥性73.62年）

平均寿命の増加分を上回る
健康寿命の増加

② 生活習慣病の発症予防と重症化予
防の徹底（がん、循環器疾患、糖
尿病、COPDの予防）

○75歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少
（84.3（10万人当たり））

○高血圧（収縮期平均血圧）の改善
（男性138mmHg、⼥性133mmHg）

〇糖尿病有病者の増加の抑制（約890万人）

減少傾向へ

男性134mmHg
⼥性129mmHg

1,000万人

③ 社会生活を営むために必要な機能
の維持・向上（心の健康、次世代
の健康、高齢者の健康を増進）

低栄養傾向（BMI20以下）の高齢者の割合の
増加の抑制（17.4％）

22％

④ 健康を支え、守るための社会環境
の整備

○健康づくりに関する活動に取り組み自発的
に情報発信を⾏う企業等登録数の増加（420社）

3,000社/7,000団体

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、
休養、飲酒、喫煙、⻭・⼝腔の健
康に関する生活習慣の改善及び社
会環境の改善

○⾷塩摂取量の減少（10.6g）
○20〜64歳の日常生活での歩数の増加
（男性 7,841歩、⼥性6,883歩）

○⽣活習慣病のリスクを⾼める量（１⽇当たり
純アルコール摂取量男性40g、⼥性20g以上）
の飲酒者割合の減少（男性15.3%、⼥性7.5％）

○成⼈の喫煙率の減少（19.5%）
○受動喫煙の機会を有する者の割合の減少
（⾏政機関︓16.9％、医療機関︓13.3％、
職場︓64％、家庭︓10.7％、飲⾷店︓50.1％）

８グラム
男性9,000歩、
⼥性8,500歩

男性13.6％、
⼥性6.4％

12％
望まない受動喫煙のない
社会の実現

その他

○ 都道府県及び市町村は、独自に重要な課題を選択して、目標を設定し、定期的に評価及び改定を実施。（PDCAサイクルの実施）
○ 国は、生活習慣病の改善のほか、社会環境の改善に関する調査研究を企画し、推進。
○ 各保健事業者は、各種健診の実施主体間で、個⼈の健康情報の共有を図るなど、健康に関する対策を効率的かつ効果的に実施。
○ 国、地⽅公共団体は、企業、団体等が⾏う健康増進に向けた⾃発的な取り組みを⽀援。 12



健康日本2 1（第二次）最終評価

• 平成25年度より開始した、健康⽇本21（第二次）については、合計53項目の目標を設定している。

• これらの目標について、「目標設定後10年を⽬途に最終評価を⾏うことにより、目標を達成するため

の諸活動の成果を適切に評価し、その後の健康増進の取組に反映する」とされている。

• 具体的には、各目標について、データ分析等を踏まえ、以下の５段階で評価。

※加えて、

・国、地方公共団体等の取組（成果）の評価

・21世紀の健康づくり運動全体としての評価と次期国⺠健康づくり運動プラン（次期プラン）に向けての課題

の整理

についても実施。 13

※「Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある」のうち、
設定した⽬標年度までに⽬標に達しそうなものを「Ｂ」、目標達成が危ぶまれるものを「Ｂ*」として評価する



健康日本2 1（第二次）最終評価 5 3項目の評価のまとめ

策定時のベースライン値と直近の
実績値を比較

項目数
（再掲除く）

Ａ 目標値に達した ８（15.1％）

Ｂ 現時点で目標値に達していないが、
改善傾向にある

20（37.7％）

Ｃ 変わらない 14（26.4％）

Ｄ 悪化している ４（7.5％）

Ｅ 評価困難 ７（13.2％）

合計 53（100.0％）

＜基本的な方向※＞
評価 １ ２ ３ ４ ５ 全体

Ａ
１

<50.0％>
（1.9％）

３
<25.0％>
（5.7％）

3
<25.0％>
（5.7％）

１
<4.5％>
（1.9％）

８
（15.1％）

Ｂ
３

<25.0％>
（5.7％）

4
<33.4％>
（7.5％）

2
<40.0％>
（3.8％）

11
<50.0％>
（20.8％）

20
（37.7％）

Ｃ
１

<50.0％>
（1.9％）

４
<33.3％>
（7.5％）

３
<25.0％>
（5.6％）

１
<20.0％>
（1.9％）

５
<22.7％>
（9.4％）

14
（26.4％）

Ｄ
１

<8.3％>
（1.9％）

１
<8.3％>
（1.9％）

2
<9.1％>
（3.8％）

4
（7.5％）

Ｅ
１

<8.3％>
（1.9％）

１
<8.3％>
（1.9％）

2
<40.0％>
（3.8％）

３
<13.6％>
（5.7％）

７
（13.2％）

合計
２

＜100％＞
（3.8％）

12
＜100％＞
（22.6％）

12
＜100％＞
（22.6％）

５
＜100％＞
（9.4％）

22
＜100％＞
（41.5％）

53

目標値に達した項目（A）

健康寿命の延伸（日常生活に制限のない期間の平均の延伸）

75歳未満のがんの年齢調整死亡率の減少（10万人当たり）

脳⾎管疾患・虚⾎性⼼疾患の年齢調整死亡率の減少（10万人当たり）

血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少
（HbA1cがJDS値8.0％（NGSP値 8.4％）以上の者の割合の減少）

小児人口10万人当たりの小児科医・児童精神科医師の割合の増加

認知症サポーター数の増加

低栄養傾向（BMI 20以下）の高齢者の割合の増加の抑制

共食の増加（食事を１人で食べる子どもの割合の減少）

悪化している項目（D）

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少

適正体重の子どもの増加

睡眠による休養を十分とれていない者の割合の減少

⽣活習慣病のリスクを⾼める量を飲酒している者（一日当たりの純アル
コール摂取量が男性40g以上、⼥性20g以上の者）の割合の減少

（※）基本的な方向
１︓健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩
２︓⽣活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防）
３︓社会⽣活を営むために必要な機能の維持及び向上
４︓健康を⽀え、守るための社会環境の整備
５︓栄養・⾷⽣活、⾝体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、⻭・⼝腔の健康に関する⽣活

習慣の改善及び社会環境の改善 14

生活習慣に関する
目標はC・Dが多い

傾向あり



策定数（割合）

市区町村（全1,741市区町村）
令和3（2021）年7月31日時点

1,289（74.0％）

（参考値）同時点 未策定 80（4.6％）

（参考値）調査未回答 372（21.4％）

自治体等の取組状況の評価のための調査概要・健康増進計画の策定状況

15

調査対象区分 調査対象数 回収数（率）

都道府県 47 47（100.0％）

市区町村 1,741 1,371（78.7％）

うち有効回答 同上 1,369（78.6％）

健康日本21推進全国連絡協議会加⼊団体（令和３（2021）年６⽉時点） 142 88（62.0％）

調査対象と回収数

○ 調査は、健康日本21（第二次）策定時及び中間評価時に設定された目標について、関連する取組の状況を評価するとともに、次期健康づくり
運動プラン策定に向け、健康増進に取り組む上での問題や課題を明らかにすることを目的として実施した。

○ 調査は全国の都道府県、市区町村、健康日本21推進全国連絡協議会加入団体に対して悉皆で実施し、都道府県の100％、市区町村の
78.7％、団体の62.0％から回答を得た。

• 調査対象︓全国の都道府県、市区町村、健康⽇本21推進全国連絡協議会（以下「協議会」という。）加入団体に対する悉皆調査
• 調査実施期間︓令和３（2021）年8⽉〜10月
• 調査対象期間︓健康⽇本21（第二次）が開始された平成25（2013）年度から令和３（2021）年７⽉末時点までの取組
• 調査⽅法︓都道府県・市区町村には厚⽣労働省から、協議会には協議会事務局からメールで依頼し、集計・解析は厚⽣労働省予算

事業において（株)NTTデータ経営研究所が⾏った。

策定数（割合）

都道府県（全47都道府県） 47（100.0％）

出典︓健康⽇本２１（第二次）分析評価事業（国⽴健康栄養研究所）

健康増進計画策定状況（市区町村）健康増進計画策定状況（都道府県）

○ 全ての都道府県、また少なくとも1,289市区町村が健康増進計画を策定している。



健康増進の取組に対する推進体制
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庁内に部局横断的な組織体制がある

施策に携わる職員や専門職等に対し健康増進

に係る研修の機会を提供した※1

地域の健康課題を解決するため職種間で連携

を図れる体制がある※2

健康増進の取組に対し、関係団体、⺠間企業、

住⺠組織が参加した協議会・連絡会等の体制

がある

関係団体等と協働して、各種検診やイベント、広

報活動等を⾏った

在住者ではなく、在勤者に対する健康増進施策

を⾏っている

該当 非該当 無回答

※1 会議の機会に講演・グループワークを⾏うなども含む
※2 地域・職域連携推進協議会、保険者協議会等

(％)
市区町村
N=1,289
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庁内に部局横断的な組織体制がある

施策に携わる職員や専門職等に対し健康増進

に係る研修の機会を提供した※1

職種間で連携を図るための会議等※2を定期的

に実施している

健康増進の取組に対し、関係団体、⺠間企業、

住⺠組織が参加した協議会・連絡会等の体制

がある

関係団体等と協働して、各種検診やイベント、広

報活動等を⾏った

在住者ではなく、在勤者に対する健康増進施策

を⾏っている

該当 非該当

※1 会議の機会に講演・グループワークを⾏うなども含む
※2 地域・職域連携推進協議会、保険者協議会等

(％)

都道府県
N=47

健康日本21最終評価時 32％

健康日本21最終評価時 98％

○ 庁内に部局横断的な組織体制があると回答した割合は、都道府県、市区町村とも約60％で、健康日本21最終評価時点から増加した。

○ 関連団体、⺠間企業、住⺠組織が参加した協議会・連絡回答の体制があると回答した割合は、都道府県で97.9％、市区町村で83.7％と、特に
市区町村では健康日本21最終評価時点から増加した。
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健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現

健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現

主要な生活習慣病の発症予防と重症化予…

（1）がん

（2）循環器疾患

（3）糖尿病

（4）ＣＯＰＤ

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上

（1）こころの健康

（2）次世代の健康

（3）高齢者の健康

健康を支え、守るための社会環境の整備

健康を支え、守るための社会環境の整備

生活習慣及び社会環境の改善に関する目標

（1）栄養・食生活

（2）身体活動・運動

（3）休養

（4）飲酒

（5）喫煙

（6）⻭・⼝腔の健康

(％)市区町村
N=1,289

（最大5項目まで選択）

今後重点的に取り組みたい領域

17

○ 都道府県、市区町村いずれにおいても、重点的に取り組みたい領域として循環器疾患、栄養・⾷⽣活と回答した割合が⾼かった。

○ そのほか、都道府県においては、健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩の実現、⾝体活動・運動と回答した割合が⾼く、市区町村においては、糖尿病と回答した割合が⾼かった。
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主要な生活習慣病の発症予防と重症化予…

（1）がん

（2）循環器疾患

（3）糖尿病

（4）ＣＯＰＤ

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上

（1）こころの健康

（2）次世代の健康

（3）高齢者の健康

健康を支え、守るための社会環境の整備

健康を支え、守るための社会環境の整備

生活習慣及び社会環境の改善に関する目標

（1）栄養・食生活

（2）身体活動・運動

（3）休養

（4）飲酒

（5）喫煙

（6）⻭・⼝腔の健康

(％)都道府県
N=47

（最大5項目まで選択）

主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防 主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防



健康日本21（第三次）について



1978

1988

2000

2013

S53〜 第１次国⺠健康づくり
健康診査の充実、市町村保健センター等の整備、

保健師などのマンパワーの確保

S63〜 第２次国⺠健康づくり 〜アクティブ８０ヘルスプラン〜

運動習慣の普及に重点をおいた対策

（運動指針の策定、健康増進施設の推進等）

H12〜 第３次国⺠健康づくり

〜健康⽇本21〜
一次予防の重視

具体的な目標設定とその評価

H15(2003) 健康増進法の施⾏

H19(2007) 健康日本21中間評価

H23(2011) 健康日本21最終評価
「スマート・ライフ・
プロジェクト」開始H25〜 第４次国⺠健康づくり

〜健康⽇本21（第⼆次）〜
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目標

生活習慣に加え社会環境の改善を目指す

H30(2018) 健康日本21（第二次）中間評価

R４(2022) 健康日本21（第二次）最終評価

我が国における健康づくり運動

2024
R6〜 第５次国⺠健康づくり

〜健康⽇本21（第三次）〜 192035

○平均寿命が延びる⼀⽅で、⾼齢化や⽣活習慣の変化により、疾患構造が変化してきた。国⺠の健康づくりを社会全体

で進めることの重要性が増す中で、健康づくり対策を総合的・計画的に推進するため、累次の国⺠健康づくり運動を

展開してきた。



・メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少
・適正体重の子どもの増加
・睡眠による休養を十分とれていない者の割合の減少
・⽣活習慣病のリスクを⾼める量を飲酒している者の割合の減少

（⼀⽇当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、⼥性20g以上の者）

健康日本2 1（第二次）の評価と課題

評価

①健康寿
命の延伸と
健康格差
の縮小

②生活習慣病
の発症予防と
重症化予防の
徹底（NCD
（非感染性疾
患）の予防）

③社会生活
を営むために
必要な機能
の維持及び
向上

④健康を支
え、守るため
の社会環境
の整備

⑤栄養・食生活、
身体活動・運動、
休養、飲酒、喫煙、
⻭・⼝腔の健康に
関する生活習慣の
改善及び社会環
境の改善

全体

Ａ
目標値に達した

１ ３ 3 １ ８

Ｂ
現時点で目標値
に達していないが、
改善傾向にある

３ 4 2 11 20

Ｃ
変わらない

１ 4 3 １ ５ 14

Ｄ
悪化している

１ １ 2 4

Ｅ
評価困難※

１ １ 2 ３ ７

合計 ２ 12 12 ５ 22 53
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○健康寿命は着実に延伸しつつある
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男性 ⼥性

○一部の指標（特に生活習慣に関するもの）は悪化・目標未達

検討すべき課題

・自治体が健康づくり施策を効果的に進めるための方策
・データを利活⽤してより効果的に住⺠の⾏動変容を促すための⽅策
・社会環境整備等を通じ、健康に関心が薄い者を含めた健康づくり施策を更に進めていくための⽅策
・性差や年齢等も加味した健康づくりの方策
・新型コロナなど新興感染症の感染拡大による生活習慣の変化等を踏まえた健康づくり など

○悪化した目標項目

（年） （年）

（年） （年）

8.73

8.67

12.06

12.28

■平均寿命 ■健康寿命

目標の評価

※新型コロナにより、保健所による調査ができず、直近のデータがない等

健康日本21（第二次）で設定された目標について、達成状況を厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会において評価

9.13

12.68



健康日本21（第三次）のビジョン

• 基本的な法制度の整備・枠組みの構築

• 自治体のみならず、保険者・企業など多様

な主体が健康づくりの取組を実施

• データヘルス・ICT利活⽤、社会環境整備、

ナッジ・インセンティブなど新しい要素も

これまでの成果

• 一部の指標が悪化

• 全体としては改善していても、一部の性・年

齢階級では悪化している指標がある

• データの⾒える化・活⽤が不⼗分

• PDCAサイクルの推進が不⼗分

• 少⼦化・⾼齢化の進展、総⼈⼝・⽣産年齢⼈⼝の減少、独居世帯の増加

• ⼥性の社会進出、労働移動の円滑化、多様な働き⽅の広まりによる社会の多様化

• あらゆる分野でデジタルトランスフォーメーションが加速

• 次なる新興感染症も⾒据えた新しい⽣活様式への対応

課題

ビジョン

予想される
社会変化

全ての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる持続可能な社会の実現

①誰一人取り残さない健康づくりを展開する（Inclusion）

②より実効性をもつ取組を推進する（Implementation）
• 多様化する社会において、集団に加え個人の特性をより重視しつつ最適な支援・アプローチの実施
• 様々な担い手（プレーヤー）の有機的な連携や、社会環境の整備
• ウェアラブル端末やアプリなどテクノロジーも活用したPDCAサイクル推進の強化
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健康日本2 1（第三次）の全体像

全ての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる持続可能な社会の実現ビジョン

誰一人取り残さない
健康づくり
（Inclusion）

目標の設定・評価
エビデンスを踏まえた目標設定、
中間評価・最終評価の精緻化健康寿命の延伸と健康格差の縮小

基本的な方向

個⼈の⾏動と健康状態の改善

社会環境の質の向上

ライフコースアプローチを踏まえた
健康づくり

集団や個人の特性を踏まえた
健康づくり

性差や年齢、ライフコースを
加味した取組の推進

アクションプランの提示
自治体の取組の参考となる
具体的な方策を提示

ICTの利活⽤
ウェアラブル端末やアプリ
などテクノロジーを活用

多様な主体による健康づくり
産官学を含めた様々な担い手の

有機的な連携を促進

健康に関心が薄い者を含む
幅広い世代へのアプローチ
自然に健康になれる環境づくり

の構築

より実効性をもつ
取組

（Implementation）
ビジョン実現のため、以下の基本的な方向で

国⺠健康づくり運動を進める

※期間は、令和６〜17年度の12年間の予定。

○ 人生100年時代を迎え、社会が多様化する中で、各⼈の健康課題も多様化しており、「誰一人取り残さない健康づくり」を推進する。

また、健康寿命は着実に延伸してきたが、⼀部の指標が悪化しているなど、さらに⽣活習慣の改善を含め、個⼈の⾏動と健康状態の改

善を促す必要がある。このため、「より実効性をもつ取組の推進」に重点を置く。
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生活機能の維持・向上

生活習慣病
（NCDs）の
発症予防

生活習慣病
（NCDs）の
重症化予防

全ての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる持続可能な社会の実現のために、以下に⽰す⽅向性で健康づくりを進める

健康日本2 1（第三次）の概念図

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

個⼈の⾏動と健康状態の改善 社会環境の質の向上

自然に
健康になれる
環境づくり

社会とのつながり・こころの健康の社会とのつながり・こころの健康の
維持及び向上

誰もがアクセスできる誰もがアクセスできる
健康増進のための基盤の整備

生活習慣の
改善

（リスク
ファクター
の低減）

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり
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健康経営、産業保健、
食環境イニシアチブに関する目標を追加、

自治体での取組との連携を図る

健康日本2 1（第三次）の新たな視点

「⼥性の健康」を新規に項⽬⽴て、
⼥性の健康週間についても明記

⾻粗鬆症検診受診率を新たに⽬標に設定

ウェアラブル端末やアプリの利活⽤、
⾃治体と⺠間事業者（アプリ業者など）間
での連携による健康づくりについて明記

⑤PHRなどICTを利活⽤する取組は

⼀定程度進めてきたが、

さらなる推進が必要

③⾏政だけでなく、多様な主体を

巻き込んだ健康づくりの取組を

さらに進める必要

④目標や施策の概要については記載があ

るが、具体的にどのように現場で取組を

⾏えばよいかが示されていない

②健康に関心の薄い者など幅広い世代に

対して、生活習慣を改めることが

できるようなアプローチが必要

ｖ

自治体による周知広報や保健指導など
介⼊を⾏う際の留意すべき事項や好事例

集を各分野で作成、周知
（栄養・食生活、身体活動・運動、睡眠、喫煙など）

アクションプランの提示

自然に健康になれる環境づくり

①⼥性の健康については、これまで

目だしされておらず、性差に着目した

取組が少ない

⼥性の健康を明記

健康に関⼼の薄い⼈を含め、本⼈が無理
なく健康な⾏動をとれるような

環境づくりを推進

個人の健康情報の⾒える化・利活⽤
について記載を具体化

他計画や施策との連携も
含む目標設定
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○ 「誰一人取り残さない健康づくり」や「より実効性をもつ取組の推進」に取り組むため、以下の新しい視点を取り入れる。



目標 指標 目標値

健康寿命の延伸と健康格差の縮小

健康寿命の延伸 日常生活に制限のない期間の平均
平均寿命の増加分を上回
る健康寿命の増加

個⼈の⾏動と健康状態の改善

適正体重を維持している者の増加（肥満、若年⼥性のやせ、
低栄養傾向の高齢者の減少）

ＢＭＩ18.5以上25未満（65歳以上はＢＭＩ20を超え25未満）の者の割合 66％

野菜摂取量の増加 野菜摂取量の平均値 350ｇ

運動習慣者の増加 運動習慣者の割合 40％

睡眠時間が十分に確保できている者の増加 睡眠時間が６〜９時間（60歳以上については、６〜８時間）の者の割合 60％

⽣活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを⾼める量を飲酒してい
る者の減少

１⽇当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、⼥性20g以上の者の割合 10％

喫煙率の減少（喫煙をやめたい者がやめる） 20歳以上の者の喫煙率 12％

糖尿病有病者の増加の抑制 糖尿病有病者数（糖尿病が強く疑われる者）の推計値 1,350万人

COPD（慢性閉塞性肺疾患）の死亡率の減少 COPDの死亡率（⼈⼝10万人当たり） 10.0

社会環境の質の向上

「健康的で持続可能な⾷環境づくりのための戦略的イニシ
アチブ」の推進

「健康的で持続可能な⾷環境づくりのための戦略的イニシアチブ」に登録されて
いる都道府県数

47都道府県

健康経営の推進 保険者とともに健康経営に取り組む企業数 10万社

ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり（⼥性の健康関係）

若年⼥性のやせの減少 ＢＭＩ18.5未満の20歳〜30歳代⼥性の割合 15％

⽣活習慣病（ＮＣＤｓ）のリスクを⾼める量を飲酒してい
る⼥性の減少

１⽇当たりの純アルコール摂取量が20g以上の⼥性の割合 6.4％

⾻粗鬆症検診受診率の向上 ⾻粗鬆症検診受診率 15％

主な目標

新

新

新

新

新
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○ 基本的な方向に沿って、目標を設定。健康（特に健康寿命の延伸や生活習慣病の予防）に関する科学的なエビデンスに基づくこと、継続性や事後的な

実態把握などを加味し、データソースは公的統計を利⽤することを原則。目標値は、直近のトレンドや科学的なエビデンス等も加味しつつ、原則として、

健康日本21（第二次）で未達のものは同じ目標値、目標を達成したものはさらに高い目標値を設定。（全部で51項目）



運動期間中のスケジュール

目標の評価

• 全ての目標について、計画開始後６年（令和11年）を⽬途に中間評価を⾏うとともに、計画開始後10年（令
和15年）を⽬途に最終評価を⾏う

→評価・分析に応じて、基本⽅針も必要に応じて更新、PDCAサイクルを通じて、より効果的な健康づくりを⾏う。

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

2030
R12

2031
R13

2032
R14

2033
R15

2034
R16

2035
R17

2036
R18

第三次 次々期

自治体

次々期計画策定

国⺠健康・栄養調査

大規模調査
結果
公表

第二次

自治体次期計画策定

中間
評価

次々期
検討

最終
評価

結果
公表

計画期間

• 関連する計画（医療計画、医療費適正化計画、介護保険事業（⽀援）計画等）と計画期間をあわせること、
各種取組の健康増進への効果を短期間で測ることは難しく、評価を⾏うには⼀定の期間を要すること等を踏
まえ、令和６〜17年度までの12年間とする。

アクションプラン

• 令和５年度以降、アクションプランについて、健康⽇本21（第三次）推進専門委員会で検討し、自治体等
に示していく。

アクションプランについて議論・提⽰

結果
公表

ベースライン
の提示
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健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023の推奨事項一覧

対象者※ 身体活動（生活活動＋運動） 座位⾏動

高齢者

歩⾏⼜はそれと同等以上の
(3メッツ以上の強度の)

身体活動を１日40分以上

（１日約6,000歩以上）
（=週15メッツ・時以上）

座りっぱなしの時間が⻑くなり
すぎないように注意する

（⽴位困難な⼈も、じっとして
いる時間が⻑くなりすぎないよ
うに、少しでも身体を動かす）

成人

歩⾏⼜はそれと同等以上の
（3メッツ以上の強度の）

身体活動を１日60分以上

（１日約8,000歩以上）
（=週23メッツ・時以上）

こども
（※身体を動か
す時間が少ない
こどもが対象）

（参考）
・中強度以上（３メッツ以上）の⾝体活動（主に有酸素性身体活動）を1日60分以上⾏う
・⾼強度の有酸素性⾝体活動や筋⾁・⾻を強化する⾝体活動を週３⽇以上⾏う
・⾝体を動かす時間の⻑短にかかわらず、座りっぱなしの時間を減らす。特に余暇のスクリーンタイムを減らす。

※ ⽣活習慣や環境要因等の影響により、⾝体の状況等の個⼈差が⼤きいことから、「⾼齢者」「成⼈」「こども」について特定の年齢で区切ることは適当でなく、

個⼈の状況に応じて取組を⾏うことが重要であると考えられる。

有酸素運動・筋⼒トレーニング・バランス運
動・柔軟運動など多要素な運動を週３日以上

【筋⼒トレーニングを週2〜3日】

運動

息が弾み汗をかく程度以上の
（3メッツ以上の強度の）

運動を週60分以上
（=週４メッツ・時以上）

【筋⼒トレーニングを週2〜3日】

運動

個人差を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取り組む
今よりも少しでも多く身体を動かす

全体の方向性
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「e -健康づくりネット」によるツールの発信
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支援ツール健康づくり支援担当者のための総合情報サイト

日本全国の地方自治体や企業・団体などで、健康づくりの取り組みを検
討・実施されている方々に向けて、健康づくりのポイントや参考となる事
例をそれぞれの内容にあわせたツールでご紹介しています。今後も新規
ツールの追加や、指針・ガイドライン等の改訂に伴う内容の更新を予定し
ています。
これから検討を始める⽅、既に実施している施策をより効率的にしたい

方など、健康づくりを実施される方に、すぐにご活用いただける情報をお
届けします。

（https://e-kennet.mhlw.go.jp/）

解説書



健康づくりのための睡眠ガイド2023の推奨事項一覧

29

対象者※１ 推奨事項

高齢者

 ⻑い床上時間が健康リスクとなるため、床上時間が８時間以上になら
ないことを目安に、必要な睡眠時間を確保する。

 ⾷⽣活や運動等の⽣活習慣や寝室の睡眠環境等を⾒直して、睡眠休養
感を高める。

 ⻑い昼寝は夜間の良眠を妨げるため、⽇中は⻑時間の昼寝は避け、活
動的に過ごす。

成人

 適正な睡眠時間には個人差があるが、６時間以上を目安として必要な
睡眠時間を確保する。

 ⾷⽣活や運動等の⽣活習慣、寝室の睡眠環境等を⾒直して、睡眠休養
感を高める。

 睡眠の不調・睡眠休養感の低下がある場合は、⽣活習慣等の改善を図
ることが重要であるが、病気が潜んでいる可能性にも留意する。

こども

 小学生は９〜12時間、中学・高校生は８〜10時間を参考に睡眠時間
を確保する。

 朝は太陽の光を浴びて、朝食をしっかり摂り、日中は運動をして、夜
ふかしの習慣化を避ける。

個人差を踏まえつつ、⽇常的に質・量ともに
十分な睡眠を確保し、心身の健康を保持する

全体の方向性

※１ 生活習慣や環境要因等の影響により、身体の状況等の個人差が大きいことから、「高齢者」「成人」「こども」に
ついて特定の年齢で区切ることは適当でなく、個⼈の状況に応じて取組を⾏うことが重要であると考えられる。



「e -健康づくりネット」における介入支援ツールの発信

30

解説書

支援ツール健康づくり支援担当者のための総合情報サイト

日本全国の地方自治体や企業・団体などで、健康づくりの取り組みを検
討・実施されている方々に向けて、健康づくりのポイントや参考となる事
例をそれぞれの内容にあわせたツールでご紹介しています。今後も新規
ツールの追加や、指針・ガイドライン等の改訂に伴う内容の更新を予定し
ています。
これから検討を始める⽅、既に実施している施策をより効率的にしたい

方など、健康づくりを実施される方に、すぐにご活用いただける情報をお
届けします。

（https://e-kennet.mhlw.go.jp/）



社会全体としての国⺠運動へ

○企業・団体・自治体への参画の呼びかけ
○社員・住⺠の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供
○⼤⾂表彰「健康寿命をのばそう︕アワード」
○「健康寿命をのばそう︕サロン」による参画団体の交流と好事例の横展開

厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省

社内啓発や消費者への啓発活動に利⽤するロゴマー
クの使用（パンフレットやホームページなど）
→ 企業等の社会貢献と広報効果

社員・住⺠の健康づくり、禁煙や受動喫煙防⽌の
呼びかけ、検診・健診促進のためのポスター等に
よる啓発 → 社員・住⺠の健康意識の向上・促進

＜事業イメージ＞

・フィットネスクラブ
・食品会社

等

・メディア
・外食産業

企業・団体

自治体＜健康寿命をのばそう︕アワードトロフィー＞

○背景︓⾼齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により⽣活習慣病等を始めとした疾病を予
防・早期に発⾒することで、国⺠の健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩を図り、健やかで⼼豊かに⽣活
できる活⼒ある社会を実現することが重要である。

○⽬標︓「適度な運動」「適切な⾷⽣活」「禁煙」「健診・検診の受診」をテーマに、健康づくりに取り組む
企業・団体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進。個人や企業の「健康意
識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国⺠運動へ発展させる。

国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ

＜スマート・ライフ・プロジェクト＞ 参画団体数 10,130団体 (R６.３.31現在)

31


